
令和５年度物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金実施事業

Ｎｏ 款 項 目 事業 所属 事業名称 経済対策との関係 種類 事業の内容 事業の結果 事業の効果
事業開始
年月

事業完了
年月

（アウトプット） （アウトカム） 計 当該年度 翌年度繰越額 計 当該年度 翌年度繰越額

1 3 1 1 202 総合福祉課
電力・ガス・食料品等価格高騰緊
急対策支援追加給付金事業【低所
得者世帯給付金】

物価高から国民生活を守る ―
物価高が続く中で低所得者世帯への支援を行うこと
で、低所得の方々の生活を維持する。

均等割のみ課税世帯1,601世帯、家計急変４世帯に7
万円を追加給付。

物価高騰が続く中で低所得世帯の生活を支援でき
た。

112,420,000 111,020,000 1,400,000 111,580,000 111,020,000 560,000 R6.1 R6.5

2 3 1 1 202 総合福祉課
電力・ガス・食料品等価格高騰緊
急対策支援追加給付金事業【低所
得者世帯給付金】（事務費）

物価高から国民生活を守る ―
物価高が続く中で低所得者世帯への支援を行うこと
で、低所得の方々の生活を維持するためにあたって
必要な事務経費。

印刷製品費77,330円、通信運搬費　139,927円、計
217,257円

物価高騰が続く中で低所得世帯の生活を支援でき
た。

292,257 217,257 75,000 292,257 217,257 75,000 R6.1 R6.5

3 3 1 1 202 総合福祉課
物価高騰緊急対策支援給付金（均
等割のみ課税世帯）

物価高から国民生活を守る ―
物価高が続く中で低所得者世帯への支援を行うこと
で、低所得の方々の生活を維持する。

263世帯に10万円を給付
物価高騰が続く中で低所得世帯の生活を支援でき
た。

63,200,000 39,500,000 23,700,000 63,200,000 39,500,000 23,700,000 R6.2 R6.5

4 3 1 1 202 総合福祉課
物価高騰緊急対策支援給付金（均
等割のみ課税世帯）事務費

物価高から国民生活を守る ―
物価高が続く中で低所得者世帯への支援を行うこと
で、低所得の方々の生活を維持するためにあたって
必要な事務経費。

印刷製本費39,133円、通信運搬費　33,852円、委託
料288,750円　　計361,735円

物価高騰が続く中で低所得世帯の生活を支援でき
た。

637,127 453,127 184,000 637,127 453,127 184,000 R6.2 R6.10

5 3 1 1 202 総合福祉課
物価高騰緊急対策支援給付金（こ
ども加算世帯）

物価高から国民生活を守る ―
物価高が続く中で18歳未満のこどもがいる低所得者
等へさらなる支援を行うことで、低所得の方々の生活
を維持する。

92世帯164人に5万円を給付
物価高騰が続く中で18歳未満のこどもがいる低所得
世帯の生活を支援できた。

14,300,000 10,000,000 4,300,000 14,300,000 10,000,000 4,300,000 R6.2 R6.5

6 3 1 1 202 総合福祉課
物価高騰緊急対策支援給付金（こ
ども加算世帯）事務費

物価高から国民生活を守る ―
物価高が続く中で18歳未満のこどもがいる低所得者
等へさらなる支援を行うことで、低所得の方々の生活
を維持するためにあたって必要な事務経費。

印刷製本費14,272円、通信運搬費8,148円、委託料
288,750円　計311,170円

物価高騰が続く中で19歳未満のこどもがいる低所得
世帯の生活を支援できた。

372,170 311,170 61,000 372,170 311,170 61,000 R6.2 R6.10

7 6 1 4 109 農林課 和牛繁殖経営支援緊急支援事業 物価高から国民生活を守る
農林水産業における物価高騰
対策支援

飼料価格の高騰等に直面する和牛繁殖経営の負担
軽減を図り、経営を支援する。

令和５年1月から令和５年12月の間に子牛市場で販
売した子牛1頭につき2万円を、子牛販売農家に対し
て交付。想定頭数1,250頭に対して、実績頭数1,199

補助を行うことで、町内の和牛繁殖農家を支援する
ことができた。

23,980,000 23,980,000 0 19,000,000 19,000,000 0 R6.1 R6.1

8 3 1 1 202 福祉課
物価高騰対応重点支援給付金事
業【定額減税補足給付金】

物価高から国民生活を守る ―
物価高が続く中で所得税と住民税の定額減税を十分
に受けられない方へ減税しきれない分を調整給付と
して支給し生活を支援する。

3,087人に調整給付金として給付（本人・扶養者計
5,533人分）

物価高騰が続く中で定額減税を十分に受けられない
方へ支援を行うことで生活支援できた。

13,000,000 13,000,000 0 13,000,000 13,000,000 0 R6.4 R6.11

合計 228,201,554 198,481,554 29,720,000 222,381,554 193,501,554 28,880,000

事業費（円） 交付金充当額（円）
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